
伊豆の国市立大仁中学校 いじめ防止基本方針 

R7.2 改定 

１ 基本理念 

 本校は、人権尊重の理念に基づき、全ての生徒が安心して充実した学校生活を送ることができ

るよう、「いじめ」は生徒の教育を受ける権利を著しく侵害し、心身の健全な成長及び人格の形

成に重大な影響を与える違法行為であると捉えます。静岡県子どもいじめ防止条例に基づき、生

徒の個性を尊重し、尊厳が守られる環境を社会総がかりで整えるとともに、安全・安心な学校風

土をつくることを全教職員の共通認識とします。 

 

 

 

 

 

 

 

２．いじめ防止に向けた取り組み 

   いじめは、本校のどの生徒にも起こりうることを踏まえ、より根本的ないじめ問題克服のため

に、全ての生徒を対象としたいじめ未然防止の観点が重要であると考え、以下の取り組みを推進

します。 

（１）いじめについての共通理解を図る。 

○いじめの定義、特質、原因、背景、具体的な指導上の留意点について校内研修を定期的に

実施する。 

○生徒に対しては、全校集会や学級活動などで、教職員が日常的ないじめ問題について触れ、

「いじめは人間として絶対に許されない」ことの理解を促す。 

 

（２）いじめが起こりにくい集団を作る。 

○教職員は、生活ノート、教育相談、ハイパーＱＵ、生徒理解研修等を通して、生徒への理

解を深め、信頼関係を基盤としたいじめが起こりにくい集団を作るよう努める。 

○ＱＵを年２回実施し、講師を招いて学級づくりや生徒支援のスキルアップ研修を行う。 

○教育相談月間を年２回設定し、必ず全員と話をする。悩みや不安をかかえる生徒には共感

的に関わり、望ましい人間関係を構築する。 

○静岡県版 SELを計画的に実施し、生徒同士の望ましい人間関係に根ざした温かな集団作り

に努め、いじめの発生を防ぐ。 

○生徒会活動、学級活動において、自治的活動の場を意図的に設けることにより、満足感を

積み重ねるとともに、生活上の諸問題を自らの力で解決できる力を育む。 

○日々の授業の中での規律等を大切にし、分かる授業作りを進める。また、すべての生徒が

参加・活動できる場を設定し、自己肯定感を高められるように授業を工夫する。そのため

にも校内研修を充実させ、授業等を互いに自由に見ることのできる場を設定していく。 

 

１ いじめは決して許されることがない行為であるとの認識を教職員、生徒、保護者、地域が

もち、いじめのない社会を目指して、それぞれが役割を自覚し、協力して活動する。 

２ 未然防止、早期発見、早期対応に努める。そのためにあらゆる教育活動を通して誰もが安

心して、豊かに生活できるような、いじめの起こらない学校風土を作る。 

３ いじめを発見した場合は、学校、家庭、地域、関係機関との連携を図り、迅速かつ組織的

に対応する。 



（３）いじめについて、自ら考える場や機会を設定する。 

○道徳の時間の充実 

・いじめに関連する一つ一つの道徳的価値観について、生徒がじっくりと考え、自己への問

いかけが深められるように努める。 

・正しいことと間違っていることを見分ける判断力を養い、正義感をもって正しく行動でき

る生徒の育成に努める。 

・自尊感情をもつとともに、深い思いやりの気持ちをもって他者と接する豊かな人間性もっ

た生徒の育成に努める。 

○集団の自治能力を高める取組 

・学級活動、学年委員会活動、生徒会活動などでは、日常生活との関連を図り、いじめをな

くすために生徒が主体的に取り組む活動の充実を図る。 

・状況に応じた適切なコミュニケーションにより、自己表現や他者理解ができる生徒の育成

に努める。 

 

（４）学校・家庭・地域・関連機関との連携 

○学校内における教職員の連携 

・生徒に関する情報の共有化を図り、生徒の実態に応じた適切な指導・支援の実現を図るた

めに、打合せ等において定期的に情報交換の場を設定する。 

・職員間で、ふだんから気軽に情報交換できる雰囲気づくりに努める。 

・年度初めに、生徒の情報や指導過程等を確実に引き継ぎ、継続的な指導を行う。 

○小学校との連携 

・小中連携を意識し、９年間を見通した一貫した指導の確立に努める。 

・中学校入学時には詳細な情報交換を行い、その後の指導の参考にする。 

  

３．いじめの早期発見のための措置 

○日頃から、生徒の見守りや信頼関係の構築等に努め、生徒が示す小さな変化や危険信号を見逃さ

ないようにアンテナを高く保つ。また、教職員が学年を越えて生徒の情報交換を行い、情報を共

有するように努める。 

○たとえ小さな兆候であっても、いじめの可能性を疑い、早い段階から複数の教職員で積極的に認

知するよう努める。具体的には、生徒の生活ノートや日常の会話の中から小さな兆候をつかむ努

力をする。 

○「氷山モデル」の視点を持ち、生徒の行動の背景にある発達障害、家庭環境、疾患等の要因を多

角的に捉える。 

○定期的な生活意識調査（いじめアンケート）を毎月実施し、１人１台端末を活用して生徒がいじ

めを訴えやすい体制を整備する。 

○保健室や相談室、スクールカウンセラーの活用について広く周知するとともに、生徒及びその保 

護者が、抵抗なくいじめに関して相談できる体制を整える。 

 

 



４．インターネットや SNS いじめへの対応 

○携帯安全教室を定期的に開催し、情報モラル教育を推進する。 

○パソコンや携帯電話、スマートフォン等の利用に関して、マナーやルールづくり等について、保

護者に協力を依頼する。 

○インターネット上の誹謗中傷を認知した場合は、生徒に所有を許可している保護者と連携し、書

き込みの削除や画像消去の迅速な対応に協力する。 

  ○被害生徒・保護者が情報の削除や発信者情報の開示請求を行う場合、必要に応じて法務局等の関

係機関と連携し、学校として適切な情報提供や支援を行う。 

（加害生徒への対応） 

・インターネット上の誹謗中傷は、人権侵害であり、犯罪であることを毅然とした態度で指導する。 

・被害生徒との人間関係を含め、その背景にあるものをつかみ指導する。 

・保護者に事実を伝え、今後のインターネット利用について、本人及び保護者と協議する場を設け、

今後の指導方針を伝える。 

 

（被害生徒への対応） 

・保護者に事実を伝え、今後のインターネット利用について本人及び保護者と協議する場を設ける。 

・加害生徒との人間関係を含め、その背景にあるものをしっかりつかみ対処する。 

 

５．いじめの防止等の対策のための組織 

○「いじめ対策委員会」を常設し、校長、教頭、教務主任、学年主任、生徒指導主事、養護教諭等

で構成し、最終的な意思決定権者は校長とする。 

○必要に応じて、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、警察、弁護士等の外部専

門家の参加を求める。 

 

６．いじめに対する措置 

 ○事実関係の把握と指導記録 

・いじめの疑いがあるときは、全教職員で対応し、人権に配慮しながら関係生徒から聞き取りを

行う。 

・指導記録は「いつ、どこで、誰が、誰に、何を、どうしたか」を 5W1H で客観的に作成する。

これらの記録やアンケート資料は、指導要録に準じ 5年間保存することを原則とする。 

○いじめられた生徒への支援 

・いじめられた生徒を守るために、全職員が情報共有し、組織的に解決を図る。 

・最も信頼関係ができている教職員が対応し、「最後まで絶対に守る」という意思を伝える。 

・心のケアや登下校、休み時間の見守りなど具体的な安全確保を教職員で分担する。 

○いじめた生徒への指導 

・事態の深刻さを認識させ、いじめは絶対に許されないという毅然とした態度で指導を行う。 

・相手の思いや自己の行為について考えさせ、二度といじめを起こさせない環境を構築する。 

・いじめに至った原因や背景を踏まえ、継続的に立ち直りに向けた支援や指導を行う。 

○周囲の生徒への指導 



・はやし立てたり、見て見ぬふりをしたりすることは、いじめと同じであることを理解させる。 

・個人や集団で再発を防ぐための具体的な手立てを指導する。 

○保護者への対応 

・保護者に対して事実を説明するとともに、今後二度と起こらないような体制について説明し、

理解を得る努力をする。 

・保護者間の争いが起こらないように対応するが、やむを得ない場合は、教育委員会等第三者の

協力を得て対応に当たる。 

 ○いじめの「解消」の判断基準 

・いじめが「解消している」状態とは、以下の 2 つの要件が満たされた状態を指し、いじめ対策

委員会において組織的に判断する。 

     1. いじめに係る行為が止んでいる状態が、少なくとも 3か月継続していること。 

     2. 被害生徒が心身の苦痛を感じていないこと。 

• 解消と判断された後も、再発の可能性を念頭に、日常的に注意深い観察を継続する。 

 

７．重大事態への対応 

○重大事態の判断と報告 

• 生徒の生命、心身、財産に重大な被害が生じた疑いがあるとき、また、不登校（年間 30 日目

安だが、連続欠席の場合は早期に判断）の疑いがあるとき、重大事態と判断する。 

• 校長は速やかに教育委員会、市長（町長）へ報告し、必要に応じて警察に通報する。 

○調査の実施と事前説明 

• いじめ対策委員会、または第三者委員会を設置して調査を実施する。 

• 調査開始前に、被害生徒・保護者に対し、以下の 2段階で事前説明を丁寧に行う。 

  1. 重大事態と認めた根拠および調査の目的（責任追及ではなく再発防止であること）。 

  2. 調査組織の構成（委員の専門性等）、スケジュール、経過報告の方法、個人情報の取扱い。 

○報告書の提供と権利保障 

• 調査結果は被害生徒・保護者に適切に提供し、説明責任を果たす。 

• 調査報告書に対し、被害生徒・保護者が意見を述べるための「所見書」を地方公共団体の長等

へ提出できる権利があることを周知する。 

 

８．学校評価 

○いじめ防止の取組（生活アンケートや教育相談）を月ごとの年間計画表として可視化し、活動の

形骸化を防ぐ。 

○年度末に学校評価アンケートを実施し、取組の結果を公表するとともに、PDCAサイクル 

（計画・実施・検証・改善）により、次年度の本方針を常に見直し、改善し続ける。 

 


